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はじめに

戦時経済の進展は労働者と技術者に対する需

要の急拡大をもたらし，こうした動きに対応す

るために大阪では中等工業教育機関として府立

の３校，市立の３校が新設された。具体的には

１９３６年に大阪府立第五職工学校，３７年に大阪府

立第六職工学校，３９年に大阪府立航空工業学校

が新設され，市立では４０年に大阪市立第六工業

学校，大阪市立酉島工業学校，大阪市立難波工

業学校の３校が一挙に新設された。ただし市立

酉島工業学校と市立難波工業学校は既設校（前

者は大阪市立実業学校，後者は大阪市立難波実

業学校）が発展的解消をとげたものであり，厳

密な意味での新設ではなかった１。

このうち市立難波工業学校と市立酉島工業学

校は１９４５年の空襲で校舎が全焼し，結局廃校に

追い込まれた。本稿では６年の存続期間しかな

かった両校も含めて準戦時期・戦時期における

新設６校が技術者の戦時需要の急拡大に対して

いかに対応したのか，その際に直面した困難と

は具体的にいかなる事態であったのかといった

諸問題を中心に考えてみたい。

１．職工学校

（１） 大阪府工業教育振興委員会の活動と答申

１９３８年５月に知事の諮問に応じて工業教育に

関する調査研究を行う大阪府工業教育振興委員

会が設置された２。同委員会の委員は表１の通

りである。３７年に全国に先駆けて専任の工業教

育主事を置いた大阪府であったが，その任務に

就いたのが後述のように３６年３月に設立された

大阪府立第五職工学校の初代教頭から転じた中

野益利主事であった。表１にあるように委員は

大阪帝国大学，陸海軍，大阪商工会議所，国立

府立市立の試験研究機関関係者および工業教育

に造詣の深い財界関係者などから構成された。

財界人の中でも工業教育に関してとくに精力

的な活動を続けたのが，日本ペイント株式会社

社長の小畑源之助であった。戦間期には実業教

育の改善についてさまざまな場で議論が行われ

たが，１９３４年９月に京阪神の実業学校長が集

まって小畑と懇談する機会があり，席上小畑は

実業家と教育者との連絡機関の必要を説いた。

翌３５年４月には小畑が理事長を務める社団法人

大阪商工協会と大阪府の実業学校長の間で実業

教育に関する第１回協議会が開催され，そうし

た準備をへて同年１２月に大阪実業教育協会が設

立される３。同協会の会長には阿部房次郎，理

事長には小畑，専任の常任理事には元大阪市産

業部長の矢柴匡雄が就任した４。

１ 大阪市此花区役所編『此花区史』１９５５年，１７３頁，川
端直正編『浪速区史』１９５７年，２２３頁，および『大阪朝
日新聞』昭和１４年１２月１２日号参照。

２ 以下，「工業教育の振興を語る」（『教育時報』第１３巻
第７号，１９３８年７月）による。
３ 大阪実業教育協会はその後も活発な活動を続けた。
１９３８年７月には実業教育振興中央会との共催で「時局
に対処すべき実業教育振興方策」について協議会を開
催し，４３年８月には「中等学校の年限短縮の問題」，４４
年８月には「商業学校の工業学校への転換問題」につ
いて，それぞれ反対の旨の答申を行った（大阪実業教
育協会編『五十年の歩み』１９８７年，１１―１２頁）。
４ 以上，高梨光司編『小畑源之助君傳』但山会事務
所，１９４２年，３０３―３１２頁による。
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１９３８年５月２５日には第１回工業教育振興委員

会議が開催され，各委員から意見が開陳され

た。最初に口火を切ったのは小畑であり，冒頭

「刻下の急務は日本産業の中心部たる大阪に高

工（高等工業学校－引用者注）を国と府で一つ

づゝ設置して貰ひたいと思ひます。（中略）私

の特徴と云ふのは中学卒業生でなく工業学校卒

業生を収容する学校を作りたい」と述べた。

近藤攘太郎委員から「（職工学校－引用者

注）卒業生の七割まではテーブルマンになつて

ゐる状態です。だから学科の内容を整備して実

技に力を入れ技術本位の教育を施し職工である

ことに誇を持つやうな人間を作るやうに致した

い」との希望が出たが，これに対して全国有数

の実技・実習に重点をおいた教育を実践してき

た府立西野田職工学校長の土屋三郎校長はすか

さず反論し，「私の学校では工場で働いてゐる

者の方が遙に多い（中略）地歴の方は国民精神

作興上国体観念を明徴ならしむる為と世界の状

勢を知らせる為に必要を認められまして本省の

指示に依り加へたやうな次第でこれが為めに実

習の時間を減じたやうな訳です」と説明した。

枝原百合一委員からは「現在大学，高工，工

業，職工の各学校の卒業生を採用して居ります

が要求数の三分の一位しか採用出来ない状態で

あ」り，高工の新設，工業学校の増設とともに

「全体に航空工業の知識を教えて貰ふ必要があ

ると思ひます」とし，竹崎瑞夫委員からも「府

立の特徴のある高工の新設」希望が出された。

古田俊之助委員は「矢張りミツチリ職工学校で

腕を鍛へる必要があると思ひます。まあ学校を

増設するとすれば精密機械方面です」と主張

し，土屋幹事からは「職工学校と工業学校との

差別を設けるのは迷惑しますから同一にして欲

しいものです」との意見が出されたが，市立の

工業学校側からの反応はなかった。

以上の議論のあと池田知事から今後は具体的

審議を特別委員に委ねる旨の説明があり，大阪

府工業教育振興委員会での実質的検討は特別委

員会の場に移った。議論を重ねてきた特別委員

は１９３８年７月２７日に府立大手前高等女学校の金

蘭会館に参集して答申案を決定した５。その内

容は，①官立と府立の高等工業学校２校の新

表１ 大阪府工業教育振興委員会役員（１９３８年５月）

区別 氏 名 役 職 備考

会 長 池田 清 知事

副会長 鈴木 省吾 学務部長

委 員 長谷川 透 総務部長
近藤攘太郎 経済部長 ○
鉛 市太郎 大阪帝国大学工学部教授 ○
八木 秀次 大阪帝国大学理学部教授
尾藤加勢士 陸軍造兵廠大阪工廠長
松崎 伊織 大阪海軍監督長
片岡 安 大阪商工会議所副会頭
篠崎英之助 大阪工業試験所長
渡辺 卓郎 大阪市立工業研究所長
高橋 清 大阪府工業奨励館館長代理 ○
竹崎 瑞夫 大阪府工業懇話会常務理事
森下 政一 大阪市助役 ○
出羽 政助 汽車製造㈱専務取締役 ○
林 安繁 宇治川電気㈱社長
小畑源之助 日本ペイント㈱社長 ○
大屋 敦 住友化学工業㈱専務取締役 ○
公荘 惟篤 ㈱大阪鉄工所常務取締役
栗本勇之助 ㈱栗本鉄工所社長 ○
古田俊之助 ㈱住友本社専務理事
枝原百合一 川西航空機㈱顧問 ○
庄司 乙吉 東洋紡績㈱社長 ○

幹 事 赤間 文三 学務課長
石丸 敬次 議事課長
那須 時夫 職業課長
和田 太郎 工務課長
中島 信一 視学官
大北 樟雄 属
前田 要 視学
中野 益利 主事
小森 弘業 工務課技師
矢柴 匡雄 実業教育協会常任理事
土屋 三郎 府立西野田職工学校長
小山 幹也 市立都島工業学校長
野崎謙太郎 住友私立職工養成所長

［出所］ 「工業教育の振興を語る」（『教育時報』第
１３巻第７号，１９３８年７月）１６９頁。

（注） � ○印は特別委員。
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設，②航空工業学校と機械工業学校の新設（前

者には航空機関科，航空金属科，航空機体科の

３科を設置する），③夜間高級科の設置（職工

学校本科３年修了者で実務に従事している者に

対して夜間２年間の授業・実験を行い，甲種工

業学校卒業者とみなす新制度を作る），④府立

技工短期養成所１校の新設（高等小学校卒業者

対象，修業年限は１カ年，主に機械工業の実習

と専門学科を課し，生徒全員を寄宿舎に収容す

る），⑤現存職工学校の整備・統一（堺職工学

校に第二本科［全科］と専修科［化学機械分

科］，城東職工学校に第二本科［計器科］，淀川

職工学校に精密機械科，第二本科［全科］，専

修科［鍛工分科，鋳工分科，電気分科］，佐野

職工学校に色染，機械，電気の各科を増設す

る）であった。

後にみるように本答申とは直接関係なく，戦

時期の大阪では官立高等工業学校１校，市立高

等工業学校１校および府立高等工業学校３校が

設立されるが，この答申を受けてただちに実行

に移されたのは航空工業学校の新設のみであっ

た。１９４０年にある学校関係者から「一昨年度設

置せられたる工業教育振興委員会に於て既設工

業学校の刷新に関して種々討論し，名論卓見の

続出したるにも不拘唯是が実行を府当局に委任

したるまゝその結果としては既成機関の増設を

成したるのみに終れる事は遺憾に堪えぬ」と批

判される面はあったとはいえ，大阪府工業教育

振興委員会での議論は，従来の大阪府が誇って

きた実習中心の「職工教育」に反省を迫る契機

となるものであった。この時期「工業教育の五

ケ年たる所以は陳腐なる実技を反覆する為にあ

らずして新らしき理論を与へ，発展性ある人物

を錬成するが為ではないか。充分なる基礎建設

を為さずして何ぞ校憲，校訓，教育方針の美弁

に過ぐるや」といった議論が急速に台頭してい

たのである６。

１９３９年１２日８日付の『大阪朝日新聞』は，

「西野田，今宮，佐野，城東，堺，淀川各職工

学校では学校名を変更したいとの希望が起つて

ゐる。（中略）全国でも職工学校の名を昔の

まゝ残してゐるのは大阪だけでことに最近大会

社，工場などでも従来“職工”といつてゐたの

を“工員”と変へる時代なので府学務当局でも

学校側の希望を容れて明春の卒業生が巣立ちす

るまでに校名を変更したいと近く文部省に具申

することになつてゐる７」と報じた。府立の職

工学校が一斉に工業学校に名称変更するのは４１

年度のことであったが，その起点が大阪府工業

教育振興委員会の活動によって与えられたので

ある。

（２） 大阪府立第五職工学校（大阪府立堺工業

学校）

〈設立の背景〉

１９３６年３月に設立された大阪府立第五職工学

校の初代校長には大阪府立佐野職工学校校長小

山平治が，初代教頭には大阪府立今宮職工学校

教諭の中野益利が就任した。今宮職工学校は府

立の職工学校として高い評価を受けていたが，

中野によると「職員組織は蔵前高工出身者でな

ければ科長にもなれず，工学士（２２年九州帝国

大学工学部冶金学科卒業－引用者注８）の私は

第九席を汚す『長物』で単なる物理化学の担任

で隠忍自重した。只一人最古参の関大法学士の

小山平治先生が，教務主任として居られたので

唯一の相談相手として肝胆相照らした９」ので

５ 以下，『大阪朝日新聞』昭和１３年７月２８日，および
『大阪毎日新聞』昭和１３年７月２８日による。

６ 引用は，生野武治「府下工業教育のザインとゾルレ
ン－特に学科課程に関して－」（『教育時報』第１５巻第
６号，１９４０年６月）５，７頁。西野田と今宮の有名な
校憲は同一で，「一，学校ラシキ学校トナスニアラスシ
テ工場ラシキ学校トナスニアリ」，「二，生徒ラシキ生
徒トナスニアラスシテ職工ラシキ生徒トナスニアリ」
で始まる。
７ 『大阪朝日新聞』昭和１４年１２月８日。
８ 堤耕作編『日本技術家総覧』昭和９年版，日刊工業
新聞社，１９３４年，３２４頁。
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ある。

従来の西野田と今宮が培ってきた実習重視の

「職工教育」に飽きたらないものを感じていた

中野は「勤労尊重は美風であるが今後の教育は

単なる技能教育に偏することなく心身の錬磨に

努め，人格を陶冶し技術の基礎を習得し，健全

有為な中堅技術者を育成する事を目標とし，従

来大阪に無い『化学』と『金属』を専攻する学

校の新設」を起案し，小山を通して大阪府に建

議してもらい，その要望が認められる形で１９３６

年４月の大阪府立第五職工学校の開校に至った

のである。「創立事務は小山先生，職員組織等

は私に一任され敷地や予算規模等も従来の倍以

上認められ，日本一特徴ある学校を創れと激励

され実習工場も分析分野では室岡豊作氏，金属

実習場も住友金属工業㈱の丸山五男工場長の力

を借りて在来の型を破り職員も特徴ある優秀な

人材を募」ったのである１０。

〈設立当初の状況とその後の展開〉

表２にあるように大阪府立第五職工学校は第

一化学工業科，第二化学工業科，金属工業科，

化学機械科の４科から構成される乙種の実業学

校として開校した１１。表３に示された設立時の

学科目表から分かるように第一化学工業科は無

機化学，第二化学工業科は有機化学に力点をお

いた学科であった。各科とも実習及実験の時数

が毎週１５～１７時間と多いが，設立当初の佐野・

城東職工学校の場合は毎週の教授時数４０時間の

うち各学年とも実習が１９時間であったことを考

えると１２，西野田・今宮以来の府立の職工学校

の極端に多い実習時間という特徴は先の中野の

方針もあってやや軌道修正されていた。

ユニークな学科編成をとる大阪府立第五職工

学校の当初の人気はきわめて高く，初年度の入

学倍率（志願者数／入学者数）は第一化学工業

科９．２倍，第二化学工業科８．２倍，金属工業科

９．２倍，化学機械科１６．９倍，全体で１１．７倍に達

した１３。しかし翌３７年度の入学倍率は２．２倍，３８

年度は２．９倍であり１４，３９年度，４０年度も表４に

示されているように化学機械科を除けばそれほ

どの高倍率ではなかった。初年度は大阪府工業

奨励館の一部を間借りする形で開校した大阪府

立第五職工学校は３７年３月に高級科の設置が認

可されて早くも甲種実業学校となり，校名も大

阪府立堺職工学校と改称し，同年４月には堺市

耳原町（土地は堺市が寄付，運動場だけで約１

万坪，建設工費約１００万円）に移転した。新設

の府立堺職工学校は，４２年１月から同校で化学

を担当した左近茂（後掲表６参照）が「大都市

でないから大した学校ではなかろうと思って面

接に赴いたところ（４１年１１月－引用者注），規

模といい設備といい，その立派さに驚嘆１５」す

るような学校であったのである。

表２に示されているように大阪府立堺職工学

校では１９３７年１０月に第二部が設置されたにもか

かわらず４０年度で廃止されているが，これは

「昭和十二年度ニ御省（文部省－引用者注）ノ

御指示ニ基キ府立西野田，今宮，佐野，城東，

堺，淀川各職工学校ニ第二部ヲ設置シ来リ候処

其ノ成績芳シカラズ客月十五日付発実三号御通

牒ニ依リ補助打切ト相成機会ニ本年度限リ廃

止」としたためであり，これに代わる施設とし

て４１年度には「未ダ専修科ノ施設ナキ西野田，

今宮，佐野，堺，航空ノ各学校ニ高等小学校卒

業生ヲ収容スル専修科」が設置されることに

９ 創立５０周年誌編集委員会編『五十年の歩み』大阪府
立堺工業高等学校，１９８６年，４頁。
１０ 同上。
１１ 以下の記述は，同上書，１４―１６頁による。
１２ 沢井実「戦前・戦中期大阪の工芸学校と職工学校－
大阪市立工芸学校・大阪府立佐野職工学校・大阪府立
城東職工学校－」（『大阪大学経済学』第５７巻第２号，
２００７年９月）２１頁。

１３ 大阪府立堺工業高等学校雪陵会６０周年記念事業委員
会編『堺工の６０年』１９９６年，４頁。受験者／入学者で
みた入学倍率は，第一化学工業科５．８倍，第二化学工業
科５．５倍，金属工業科５．８倍，化学機械科９．８倍，全体で
７．１倍であった（同上）。
１４ 文部省実業学務局編『全国実業学校ニ関スル諸調
査』昭和１２・１３年版（大空社復刻版，１９８９年）。
１５ 前掲『堺工の６０年』４０頁。
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表２ 各校の変遷
年 月 事 項

１９３６年３月 大阪府立第五職工学校設立認可
第一化学工業科（定員）・（２２名），第二化学工業科（２２名），金属工業科（２２名），化学機械科（３４名），合計定員１００名
修業年限：３カ年，入学資格：尋常小学校卒業以上。小山平治，初代校長に就任。

４月 大阪府工業奨励館で開校式，入学式を行う。
３７年３月 高級科設置が認可される。

大阪府立堺職工学校と改称し，４月に堺市耳原町の新校舎に移転する。
１０月 第二部設置認可される。入学資格：中学校卒業程度，修業年限：１カ年（３７年に限り６カ月），設置学科：化学機械科，金属工業科，化学工業科

４０年３月 第二本科，第二高級科の設置認可される。入学資格・修業年限は本科・高級科に同じ。設置学科：電気化学工業科，金属工業科，化学機械科
４月 夜間部設置認可される。入学資格：高等小学校卒業，修業年限：２カ年，設置学科（定員）：化学工業科（８０名）

４１年３月 第二部廃止
４月 専修科設置認可される。入学資格：国民学校高等科卒業程度，修業年限：１カ年，設置学科（定員）：化学工業科（１５名），金属工業科（２５名）
８月 中野益利，二代校長に就任。
９月 大阪府立堺工業学校と校名変更

４２年３月 電気化学工業科を電気化学科と改称。定員：本科・高級科５００名，第二本科・第二高級科３７５名。
中野益利，第二工業学校長に就任。夜間部化学工業科を廃止，専修科は存続。

４月 大阪府立堺第二工業学校設立認可される。
本科第一種：化学工業科，電気化学科，金属工業科，化学機械科，本科第二種：化学工業科（元夜間部），修業年限：
本科第一種４年，本科第二種２年，定員：本科第一種６００名，本科第二種８０名

４３年４月 燃料科（定員２００名）設置認可される。本科（定員）：化学工業科（２００名），金属工業科（１００名），機械科（１００名），
燃料科（２００名），第二本科（定員）：電気化学科（１００名），金属工業科（１００名），機械科（２００名）
第二工業学校の科名変更
本科第一種（定員）：工業化学科（１４０名），金属工業科（１４０名），機械科（１６０名），電気科（１４０名），本科第二種（定員）：工業化学科（８０名）
本科および第二本科の修業年限を４年に変更

４４年３月 本科に電気通信科（定員１００名）設置認可される。
４５年４月 生徒定員を本科１０００名，第二本科５００名に増加する。
４６年３月 本科第二種廃止
４７年３月 専修科廃科
４８年４月 学制改革により，校名を大阪府立堺工業高等学校と改称

年 月 事 項
１９３７年１月 大阪府立第六職工学校として設立

学科（定員）：工作機械科（５０名），電気機械科（５０名），原動機械科（５０名），合計定員１５０名
修業年限：本科３カ年，高級科３カ年，本科入学資格：尋常小学校卒業

４月 大阪府立城東職工学校内において開校
１０月 第二部設置される。学科：機械科，電気科，修業年限：１カ年，入学資格：中学校卒業程度

３８年３月 第二部電気科廃止
４月 東淀川区橋寺町に移転し，大阪府立淀川職工学校と改称。

専修科設置。学科（定員）：機械科（４０名），修業年限：１カ年，入学資格：高等小学校卒業
３９年１２月 大阪府立幹部機械工養成所が本校内に設置される。
４１年３月 第二部廃止

９月 大阪府立淀川工業学校と改称される。
４２年４月 第二本科および第二高級科を設置し，定員を倍加する。
４３年４月 学科を統合し，機械科と電気科の２科とする。本科と高級科の別を廃止する。

大阪府立淀川第二工業学校を併設
４４年１月 大阪府立淀川高等工業学校が併置される。
４５年３月 修業年限を４年とし，４年生と５年生の２学年が同時に卒業する。
４７年３月 第二工業学校第１期卒業式挙行

４月 専修科廃止
４８年４月 学制改革により，校名を大阪府立淀川工業高等学校と改称

年 月 事 項
１９３９年２月 大阪府立第七職工学校として設立認可

学科：航空機体科，航空機関科，精密機械科
４月 大阪府立航空工業学校と改称

府立盲学校の仮校舎で授業開始
４０年３月 布施市宝持の新校舎に移転
４１年３月 第二本科および専修科を設置
４４年２月 大阪府立航空第二工業学校の設立が認可され，航空機体科，航空機関科，精密機械科が設置される。
４５年６月 戦災によって校舎の大半を焼失
４５年１２月 校名を大阪府立布施工業学校ならびに大阪府立布施第二工業学校と改称し，本科・第二本科に機械科，電気科，建築科，専修科に電気科が設置

される。
４８年３月 第二本科ならびに専修科廃止

４月 学制改革により，校名を大阪府立布施工業高等学校と改称

年 月 事 項
１９４０年３月 大阪市立第六工業学校として設立認可，初代校長に村部省三が就任。学科（定員）：機械科（１５０名）

修業年限：３カ年
４０年４月 大阪市立都島工業学校の仮校舎で第１回入学式を挙行
４１年４月 大阪市立生野工業学校と改称
４２年９月 全校生徒が新校舎で授業開始
４３年３月 第１回卒業式（１４６名）を挙行

４月 第二本科（夜間部）を設置。定員は４８０名，修業年限は４カ年，入学資格は高小卒。
４５年２月 空襲により大被害を受ける。
４６年４月 空襲で焼失した難波工業学校機械科第一本科・第二本科を併合吸収する。
４８年４月 学制改革により，大阪市立生野工業高等学校と改称する。

年 月 事 項
１９４０年２月 大阪市立酉島工業学校として設立認可。学科（定員）：機械科（８０名），電気科（４０名），応用化学科（４０名），

修業年限：５カ年，入学資格：尋常小学校卒業
４０年２月 大阪市立酉島第二工業学校として設立認可。学科（定員）：機械科（８０名），電気科（４０名），応用化学科（４０名），

修業年限：４カ年，入学資格：高等小学校卒業。
４３年４月 ４年制の工業学校となる。
４６年４月 応用化学科は市立泉尾工業学校に吸収される。
４７年４月 機械科・電気科は市立都島工業学校に吸収される。

年 月 事 項
１９４０年２月 大阪市立難波工業学校として設立認可。学科：第一本科（定員）（機械科６０名，電気科６０名，木工科６０名），第二本科（定員）

（機械科４０名，電気科４０名，木工科４０名），修業年限：第一本科３カ年，第二本科２カ年，入学資格：第一本科は尋常小学校
卒業，第二本科は高等小学校卒業。

４５年６月 空襲により第二本科廃止
４６年４月 第一本科廃止，機械科は市立生野工業学校，電気科は市立都島工業学校，木材工業科は市立工芸学校に吸収される。

［出所］ 創立５０周年誌編集委員会編『五十年の歩み』大阪府立堺工業高等学校，１９８６年，１４―１６頁，大阪府立淀川工業高等学校編『６０周年記念誌』１９９７年，
２―６頁，５０周年・定時制創設４５周年記念誌委員会編『５０年のあゆみ』大阪府立布施工業高等学校，１９８９年，３―４頁，「学校沿革概要」（大阪市立生野
工業高等学校編『創建』第２２号，１９６９年）１８―１９頁，大阪市立生野第二工業高等学校編『工窓』第３号，創立３０周年記念号，１９７４年，３９頁，大阪市役
所教育部編『大阪市学事統計』昭和１５年度版，中等教科書協会編『中等教育諸学校職員録』昭和１５年版，文部省実業学務局編『実業学校一覧』昭和１７
年４月現在，大阪市此花区役所編『此花区史』１９５５年，１７３頁，川端直正編『浪速区史』１９５７年，２２３頁。
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なった１６。このように戦時の技術者需要に対す

る臨時の対応策は，大阪府の発案によるもので

はなく，基本的に文部省の指示によるもので

あったのである。

１９４１年度の専修科の設置理由に「高等小学校

卒業後家庭ノ事情ニ依リ工場ニ見習工トシテ就

職スルモノノ数ハ年々多数ニ上ルモ是等ノ中ニ

ハ工業学校ニ進学ヲ希望シナガラ学資ノ関係上

不得止見習工トシテ採用セラルゝ者モ相当有之

是等ニ一カ年ノ工業教育ヲ授クルニ於テハ其ノ

待遇ニ格段ノ相違ヲ来ス現状（中略）其ノ初任

給ハ僅カ一年ノ修業ニ依リ日給五，六拾銭ノ相

違ト可相成候１７」とあるのは興味深い。戦時中

においても１カ年の中等工業教育が生徒にとっ

て大きな経済的意義を有していたのである。

また表２にあるように１９４０年度には第二本

科・第二高級科の設置が認可され，当初は両科

の始業・終業時間を本科・高級科より遅らせる

計画であったが，結局同一時刻となり，１組と

２組で区別した。したがって第二本科と第二高

級科の設置は純粋に定員増加の措置であったと

いえる。４０年４月には修業年限２カ年の夜間

部・化学工業科（入学資格：高等小学校卒業）

が設置されるが２年間で廃止され，代わって４２

年４月に夜間課程である大阪府立堺第二工業学

校の設立が認可された。第二工業学校は本科第

一種と本科第二種からなったが，前者は修業年

限４カ年の甲種工業学校であった。

初代教頭の中野益利は新設の大阪府工業教育

主事をへて１９３９年４月に開校した大阪府立航空

工業学校の初代校長に就任したが，４１年８月に

１６ 大阪府知事三邊長治「府立西野田職工学校外五校設
置ノ第二部廃止並ニ専修科設置ニ伴フ生徒定員入学資
格学科課程毎週教授時数中改正ノ件認可申請」昭和１６
年２月２８日（『工業学校学則大阪府３』，国立公文書館
所蔵）。
１７ 同上。

表３ 大阪府立第五職工学校学科目および毎週教授時数（１９３６年）

学科目
第一化学工業科

学科目
第二化学工業科

学科目
金属工業科

学科目
化学機械科

第１
学年

第２
学年

第３
学年

第１
学年

第２
学年

第３
学年

第１
学年

第２
学年

第３
学年

第１
学年

第２
学年

第３
学年

修身 １ １ １ 修身 １ １ １ 修身 １ １ １ 修身 １ １ １
公民科 １ １ 公民科 １ １ 公民科 １ １ 公民科 １ １
国語 ３ ２ ３ 国語 ３ ２ ３ 国語 ３ ２ ３ 国語 ３ ２ ３
数学 ３ ４ ２ 数学 ３ ４ ２ 数学 ３ ４ ２ 数学 ３ ４ ２
物理化学 ３ ２ 物理化学 ３ ２ 物理化学 ３ ２ 物理化学 ３ ２
図画 ３ 図画 ３ 図画 ３ 図画 ３
体操 ３ ３ ３ 体操 ３ ３ ３ 体操 ３ ３ ３ 体操 ３ ３ ３
英語 ３ ２ ２ 英語 ３ ２ ２ 英語 ３ ２ ２ 英語 ３ ２ ２
地理歴史 １ １ 地理歴史 １ １ 地理歴史 １ １ 地理歴史 １ １
無機化学工業 ２ ２ ２ 有機化学工業 ２ ２ ４ 金属材料 １ １ 化学工業 １
分析化学 １ 分析化学 １ 金属加工 １ １ ２ 工具及工作 ２
有機化学工業 １ １ 無機化学工業 ２ 分析化学 １ 化学機器材料 １
電気化学工業 １ 化学機械 １ ２ 金属分析 １ 燃料及工業用炉 １
写真化学工業 １ 機械工学 １ 金属組織 １ １ 単位操作並ニ装置 ２ １
化学機械 １ ２ 電気工学 １ 金属処理 ２ 化学機器設計 １
機械工学 １ 製図 ２ 化学工業 １ 機械工学 １ １
電気工学 １ 実習及実験 １５ １６ １７ 機械工学 ２ 電気工学 １
製図 ２ 電気工学 １ 製図 ２ ４
実習及実験 １５ １６ １７ 製図 ２ 実習及実験 １５ １６ １７

実習及実験 １５ １６ １７

計 ３８ ３８ ３８ 計 ３８ ３８ ３８ 計 ３８ ３８ ３８ 計 ３８ ３８ ３８

［出所］「大阪府立第五職工学校学則」（『大阪府公報』第１１６１号，１９３６年３月１１日）。
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表４ 職工学校・工業学校の入学倍率 （人，倍）

学校名 科 別
３９ 年 度 ４０ 年 度 ４１ 年 度

受験者数 入学者数 倍 率 受験者数 入学者数 倍 率 受験者数 入学者数 倍 率
都島 機械 ２８４ １００ ２．８４ ２０３ １００ ２．０３ １５１ １０１ １．５０

電気 １０２ ６０ １．７０ ８７ ６０ １．４５ ８９ ５８ １．５３
建築 ７９ ５５ １．４４ ７５ ５５ １．３６ ９３ ５４ １．７２
土木 ８８ ５０ １．７６ ６７ ４９ １．３７ ６９ ５０ １．３８

計 ５５３ ２６５ ２．０９ ４３２ ２６４ １．６４ ４０２ ２６３ １．５３
泉尾 紡織 ５９ ３５ １．６９ ４２ ３１ １．３５ ３７ ３０ １．２３

色染 ６２ ３５ １．７７ ３７ ３１ １．１９ ４１ ３０ １．３７
窯業 ６０ ３５ １．７１ ４０ ３０ １．３３ ５７ ３０ １．９０
応用化学 ６０ ３５ １．７１ ７２ ４１ １．７６ ５６ ４０ １．４０
化学機械 １１２ ４０ ２．８０ ９９ ４１ ２．４１ ７４ ４１ １．８０

計 ３５３ １８０ １．９６ ２９０ １７４ １．６７ ２６５ １７１ １．５５
工芸 金属工芸 ６８ ３８ １．７９ ６７ ３８ １．７６ ５６ ３９ １．４４

木材工芸 ５８ ３６ １．６１ ６１ ３５ １．７４ ５５ ３５ １．５７
工芸図案 ５１ ３７ １．３８ ３９ ３２ １．２２ ４９ ３５ １．４０
計 １７７ １１１ １．５９ １６７ １０５ １．５９ １６０ １０９ １．４７

都島第二 機械 ４５１ ９７ ４．６５ ６００ ９８ ６．１２ ７７１ ９１ ８．４７
電気 ３２９ ９３ ３．５４ ４５４ ９２ ４．９３ ４３６ ８８ ４．９５
建築 ８６ ４９ １．７６ ８７ ４５ １．９３ １２２ ４５ ２．７１
土木 ５３ ４６ １．１５ ７６ ４６ １．６５ ９８ ４４ ２．２３

計 ９１９ ２８５ ３．２２ １，２１７ ２８１ ４．３３ １，４２７ ２６８ ５．３２
泉尾第二 化学工業 ５６ ５４ １．０４ １８５ ５４ ３．４３ １３５ ５１ ２．６５

繊維工業 ２１０ ６６ ３．１８ ５３ ２６ ２．０４ ６３ ４３ １．４７
機械 ２３８ ９３ ２．５６ ２３４ １００ ２．３４ １８８ １０１ １．８６

計 ５０４ ２１３ ２．３７ ４７２ １８０ ２．６２ ３８６ １９５ １．９８
酉島 機械 ２４４ ８４ ２．９０ １７７ ８３ ２．１３

電気 ８４ ４２ ２．００ ８２ ４２ １．９５
応用化学 ６３ ４２ １．５０ ７１ ４０ １．７８
計 ３９１ １６８ ２．３３ ３３０ １６５ ２．００

酉島第二 機械 １０６ ８４ １．２６ １７０ ６９ ２．４６
電気 ４７ ４２ １．１２ ６９ ４０ １．７３
応用化学 ２２ ４２ ０．５２ ４８ ４０ １．２０
計 １７５ １６８ １．０４ ２８７ １４９ １．９３

難波 機械 ２８２ ６０ ４．７０ １８９ ６０ ３．１５
第一本科 電気 １４０ ６０ ２．３３ ６１ ６０ １．０２

木工 ４４ ６３ ０．７０ １１５ ６０ １．９２
計 ４６６ １８３ ２．５５ ３６５ １８０ ２．０３

難波 機械 ６０ ４０ １．５０ ９８ ４０ ２．４５
第二本科 電気 ３４ ３０ １．１３ ８１ ４０ ２．０３

木工 ６ １５ ０．４０ ３１ ２４ １．２９
計 １００ ８５ １．１８ ２１０ １０４ ２．０２

第六 機械 ２０４ １７４ １．１７ ２１４ １６０ １．３４
志願者数 募集人員 倍率

西野田 木型 ３５ １３ ２．６９ ２７ １１ ２．４５
第一本科 鋳工 ３８ ２３ １．６５ ４１ ２６ １．５８

鍛工 ４６ ２３ ２．００ ６０ ２７ ２．２２
仕上 ３３８ ９５ ３．５６ ２３７ １０５ ２．２６
建築 ９１ ２７ ３．３７ ５５ ２６ ２．１２
家具 ２６ １９ １．３７ ２５ １７ １．４７
建築装飾 １９ １４ １．３６ １７ １５ １．１３
電機 ４３ １８ ２．３９
計 ５９３ ２１４ ２．７７ ５０５ ２４５ ２．０６ ４６１ ２７０ １．７１

西野田 鋳工 ２１ １２ １．７５
第二本科 鍛工 ２０ １２ １．６７

仕上 ６２ ３５ １．７７
電機 ７７ ２２ ３．５０

計 １８０ ８１ ２．２２
今宮 建築 ６７ ２６ ２．５８ ９３ ３０ ３．１０

印刷 ２７ ２２ １．２３ ２４ １８ １．３３
電機 １５７ ３３ ４．７６ １２９ ３２ ４．０３
木型 ２１ ９ ２．３３ １８ ９ ２．００
鍛工 ２１ １１ １．９１ １９ １２ １．５８
鋳工 ３７ ２４ １．５４ ４３ ２２ １．９５
仕上 １７４ ４４ ３．９５ １２１ ４２ ２．８８
精密機械 １２６ ２６ ４．８５ ８５ ２２ ３．８６

計 ６３０ １９５ ３．２３ ５３２ １８７ ２．８４ ４６９ １７０ ２．７６
城東 電気 １９９ １１４ １．７５ １５２ １１０ １．３８

機械 ３９６ １４４ ２．７５ ２８７ １３６ ２．１１
計器 １１２ ４４ ２．５５ ６６ ４３ １．５３

計 ７０７ ３０２ ２．３４ ５０５ ２８９ １．７５ ４３１ ２８０ １．５４
佐野 紡織 ７１ ３７ １．９２ ５５ ３６ １．５３

機械 １７８ ４２ ４．２４ １１９ ４２ ２．８３
計 ２４９ ７９ ３．１５ １７４ ７８ ２．２３ １２５ ７０ １．７９

堺 第一化学 ４７ ２４ １．９６ ３８ ２４ １．５８
第二化学 ５３ ２４ ２．２１ ３６ ２６ １．３８
金属工業 ６８ ２６ ２．６２ ７２ ４９ １．４７
化学機械 １１８ ３２ ３．６９ １３１ ５８ ２．２６
電気化学 ３７ ２５ １．４８
計 ２８６ １０６ ２．７０ ３１４ １８２ １．７３ ３００ １７５ １．７１

淀川 工作機械 １１９ ５６ ２．１３
原動機械 ８８ ５５ １．６０
電気機械 ９６ ５４ １．７８
計 ６２６ １６６ ３．７７ ３０３ １６５ １．８４ ２９７ １５０ １．９８

航空 ５２５ １５２ ３．４５ ２７０ １５０ １．８０ ５１６ ３００ １．７２

［出所］ １９３９・４０年度：大阪市役所教育部編『昭和十四年公私立中等学校入学状況調』１９３９年，同編『昭和十五年公私立中等学校入学状況調』１９４０年，１９４１
年度市立校：同編『大阪市学事統計』昭和１６年版，４１年度府立校：『朝日新聞（大阪版）』昭和１６年３月８日号。

（注） � １９４１年度の西野田，城東，堺は第一本科と第二本科の合計。
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は第二代校長として大阪府立堺職工学校にもど

り，翌９月に同校は大阪府立堺工業学校と校名

変更した。また第二本科・第二高級科が設置さ

れた際に金属工業科，化学機械科と並んで電気

化学工業科がおかれたが，４２年３月に同科は電

気化学科と改称された。４３年４月には従来の第

一化学工業科と第二化学工業科は統合されて工

業化学科となり，化学機械科は機械科，電気化

学科は電気科と改称され，本科に燃料科（定員

２００名）が新設され，４４年３月に本科に電気通

信科（定員１００名）がおかれた。電気化学工業

科は第三化学工業科にあたるものであり，創立

当初の計画にはなかったが実業界からの強い要

望で実現した。燃料科の設置には丸善石油株式

会社の松村善蔵社長を始めとする関係者の尽力

が大きかったが，燃料科名での卒業は第１回

（４８年３月卒業）の２３名のみであった１８。

〈卒業者数の推移〉

戦時下の大阪府立堺職工学校・工業学校の卒

業者数は表５に示されている。１９４１年３月には

高級科第１期生８１名が卒業したが，３年課程の

本科はすでに３９年３月・４０年３月・４１年３月に

卒業生を出しており，ほとんどが高級科に進学

したため，４１年３月の本科卒業者数は９名で

あった。４１年度卒業生は４２年３月に卒業するは

ずであったが，４１年１０月の「中等学校最高学年

在学者ニ対スル臨時措置ニ関スル件」（普通学

務局長・実業学務局長より地方長官宛通牒）に

よって３カ月の繰上げ卒業が実施されることに

なり，この措置は４２・４３年度も実施され，４４年

度は法令改正によって繰上げ卒業は実施されず

４５年３月卒業となった。４５年３月には５期生と

ともに第二高級科も初めての卒業生を出した。

しかし本来は４６年３月卒業予定の第６期生に対

しては新たに１カ年の繰上げ卒業（４年卒業）

が実施されたため，４５年３月には第５・６期生

が同日に卒業した。なお夜間課程の第二工業学

校の場合は，敗戦時までに本科第二種（２年課

程）は卒業生を出したものの，甲種の本科第一

種が卒業生を出すのは４６年３月のことであっ

た。

〈高等工業学校の併設〉

１９３９年度には官立の７高等工業学校が新設さ

れるが１９，そのなかの大阪高等工業学校（機

械，精密機械，原動機械，電気，金属工業，造

船，舶用機関の７学科）は，当初大阪「府立堺

職工学校内にバラックを建てこれを仮校舎とし

授業を行ひ，実習は同校の工場を借りてやつて

ゐるので，先方の使はない時間を見計らひ２年

生のみ実習を課してゐるが，到底１年生４００人

を入れる事は出来ないのである。因て１年生は

当分その時間に製図をやらせ実習を後廻しとし

てゐる２０」といった不便な状態を余儀なくされ

た。４０年１０月に百舌鳥東之町に新校舎が竣工す

ると大阪高工は同地に移転したが，仮校舎は大

阪府に移管されて職工学校校舎の一部として使

用された。創立当初，職工学校の教職員の多く

が高等工業学校の教職員を兼務した２１。

さらに１９４３年度には大阪府立堺高等工業学校

（工業化学，金属工業の２科，４４年度に化学機

１８ 以上，前掲『堺工の６０年』２８，３６頁。

１９ 詳細は，沢井実「戦時期日本帝国における技術者供
給」（鹿児島国際大学附置地域総合研究所・中村哲編
『近代東アジア経済の史的構造』日本評論社，２００７
年）３３５－３４３頁参照。
２０ 廣瀬亜夫「時局下の工業教育」（『日本機械学会誌』
第４３巻第２８０号，１９４０年７月）３４９頁。
２１ 前掲『五十年の歩み』８９頁。

表５ 大阪府立堺工業学校卒業生数 （人）

期別 卒業年月 高級科 本 科 備 考

１ ４１年３月 ８１ ９
２ ４１年１２月 ９１ ２ ３カ月繰上げ卒業
３ ４２年１２月 ９０ １ ３カ月繰上げ卒業
４ ４３年１２月 ９７ ３カ月繰上げ卒業
５ ４５年３月 １５０ ５ 繰上げ卒業なし。
６ ４５年３月 １７８ １カ年繰上げ卒業

［出所］ 大阪府立堺工業高等学校雪陵会６０周年記念事
業委員会編『堺工の６０年』１９９６年，１９８頁。
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表６ 大阪府立堺工業学校教員一覧（１９４３年２月）

氏 名 担任学科 出身学校 職 名 役 職
＊中 野 益 利 修身 九州帝国大学 校長
＊小 林 建 夫 工業化学 京都高等工芸学校 教諭 第二化学工業科長
＊山 本 英 道 機械，製図 九州帝国大学 教諭 化学機械科長
＊久 米 悦次郎 理論化学 東北帝国大学 教諭 第一化学工業科長
＊治郎丸 猛 英語，修身，国語 東京文理科大学 教諭 調査研究課長
＊美 馬 善 文 化学 長岡高等工業学校 教諭 電気化学科長
＊植 田 勇 金属組織 大阪工業大学専門部 教諭 金属工業科長
正 宗 励 化学，物理，装置工学 東北帝国大学 教諭 第一化学工業科次長
近 藤 常 夫 国語 京都帝国大学 教諭
後 藤 錠 馬 英語 法政大学 教諭
坂 手 主 国語，漢文 國學院大学高等師範部 教諭 教務課長
遠 田 延 也 修身，公身，国語 広島高等師範学校 教諭 専修科主任
吉 田 栄 松 数学 京都帝国大学 教諭
不 破 義 雄 一般冶金，非鉄冶金 九州帝国大学 教諭 金属工業科次長
竹 田 嘉 則 鋳造法，鋳造実習 大阪府立今宮職工学校（無試験検定） 教諭
森 下 登 電気工学 広島高等工業学校 教諭 電気化学科次長
仙 入 登 体操，教練（応） 日本体育会体操学校高等科 教諭
坂 井 索 米 工作法，機械実習 大阪府立今宮職工学校（無試験検定） 教諭
＊稲 葉 達 雄 化学，分析実習 横浜高等工業学校 教諭 第二化学工業科次長
小 川 一 郎 武道（応） 大日本武徳会武道専門学校 教諭
村 岡 猛 男 化学，分析実習 大阪薬学専門学校 教諭
脇 田 次 夫 機械，製図 名古屋高等工業学校附設工業教員養成所 教諭
青 木 泰 三 体操，教練（応） 日本体育会体操学校高等科 教諭
香 西 照 雄 国語（応） 東京帝国大学 教諭
大 西 勝 利 国語，漢文 早稲田大学高等師範部本科 教諭
天 野 春 樹 体操 日本体育会体操学校高等科 教諭 体練課長
坂 口 守 彦 物理，物理実験 東京物理学校高等師範部 教諭
山 田 智 旭 国語（応） 京都帝国大学 教諭
寺 田 藤 雄 地理 大阪府天王寺師範学校（検定） 教諭
森 幸 治 英語 和歌山高等商業学校 教諭
生 島 正 次 物理，化学（応） 東京物理学校高等師範部 教諭
桜 井 邦 夫 機械工学（応） 横浜高等工業学校附設工業教員養成所 教諭
三 浦 敬 直 歴史 國學院大学 教諭
山 本 祥 一 化学計算，分析実習，化学実験 大阪薬学専門学校 教諭
＊池 田 勇 治 剣道 大日本武徳会武道専門学校 教諭 国防訓練課長
山 岡 光 男 数学 東京物理学校 教諭
左 近 茂 化学，工業化学実習 京都高等工芸学校 教諭
竹 中 久 二 化学 大阪薬学専門学校 教諭
米 田 芳 典 金属 大阪高等工業学校 教諭
宮 部 � 工業化学 名古屋高等工業学校附設工業教員養成所 教諭
＊山 本 伊太郎 教練 陸軍戸山学校 教授嘱託
谷 村 義 一 鋳造実習 大阪府立今宮職工学校 教授嘱託
川原田 富 夫 鋳造実習 大阪府立今宮職工学校 教授嘱託
福 井 満 電気鍍金（応） 大阪府立佐野職工学校 教授嘱託
伊 藤 廣 一 鋳造実習 大阪府立今宮職工学校 教授嘱託
多 田 春 樹 仕上実習 大阪府立佐野職工学校 教授嘱託
近 藤 茂 樹 鋳工実習 大阪府立今宮職工学校 教授嘱託
安 岡 健二良 製図 東京高等工芸学校実習指導員養成所 教授嘱託
野 田 良 一 熱処理，熔解 大阪府立今宮職工学校 教授嘱託
前 田 巳三郎 教練 大阪府立黒山農芸学校 教授嘱託
松 元 廣 義 教練 熊本陸軍教導学校 教授嘱託
菱 田 瀧 蔵 分析化学，化学一般 岡山県立工業学校 教授嘱託
加 藤 久 次 化学一般 東北帝国大学 教授嘱託
＊室 岡 豊 作 分析化学 検定 教授嘱託
米 田 正 弘 冶金 熊本高等工業学校附設工業教員養成所 教授嘱託
中 谷 賢 三 物理 名古屋高等工業学校附設工業教員養成所 教授嘱託
米 澤 幸 吉 数学 香川県師範学校（検定） 教授嘱託
坂 口 亮三郎 金属加工 秋田鉱山専門学校 教授嘱託
合 田 汲 製造化学 大阪薬学専門学校 教授嘱託
＊武 末 貞 一 材料強弱，機械工学 福井高等工業学校 教授嘱託 化学機械科次長
佐々木 寿一郎 数学 大阪府立今宮職工学校（検定） 教授嘱託

［出所］ 「大阪府立堺工業学校教員組織表」昭和１８年２月（『大阪府立化学工業専門学校』３A―１０―１０，国立公文書館所蔵），お
よび「大阪府立堺高等工業学校教員組織表」昭和１９年（『大阪府立化学工業専門学校』３A―９―４，国立公文書館所蔵）。
ただし，役職は前掲『堺工の６０年』４５―４６頁。

（注） � （応）は応召者を示す。
� ＊印のついた教員は，１９４４年時点で大阪府立堺高等工業学校教員を兼務。

December 2007 － 9 －戦時期大阪の新設職工学校・工業学校



　

械と燃料の２科，４５年度にゴム工業科が増設さ

れる）が大阪府立堺工業学校に併設されるが，

高等工業教職員の一部は大阪府立堺工業学校と

兼務であり，校舎設備もそのまま利用された。

府立堺高工は４６年３月に府立堺工業専門学校，

続いて同月に府立化学工業専門学校と改称し

た２２。

１９４３年２月時点の大阪府立堺工業学校の教員

の陣容をみた表６からも明らかなように，中野

益利らが注力して設立した同校教員の多くは各

帝大・高等工業出身者であり，高等工業学校教

員を兼務する資格を有していた。こうした教員

層を補佐しつつ，実習指導を担当したのが大阪

府立今宮・佐野両職工学校卒業の嘱託教員たち

であった。

〈戦時下の工業学校〉

１９４３年４月に新設された燃料科に入学したあ

る生徒は「府立のある中学を失敗し，痛心の最

中に府立の工業学校しかも専門学校に直結する

優秀な学校が募集するという事で飛びついて応

募した様な次第です。その為か，入学率が６人

に１人という極めて厳しい率でした。しかもそ

の殆どが公立中学校の落武者ばかりとい」った

状況であった２３。

また１９４２年４月に設置された大阪府立堺第二

工業学校に最初に入学したある生徒は商業学校

を出た後，船場の商社に就職したものの，徴用

で強制的に転職させられ，父親の縁故によって

電器メーカーで働くことになった。「火造りの

先手から刃物造り，旋盤やフライス盤等の工作

機械も使えるようになりましたが，悲しい事に

基礎がなく，しかも当時はインチを使っていて

図面を読むのも大変で」あった。そのため一か

ら勉強しようと夜間課程に入ったところ，「入

学してみると，同じような人達や年長の人も多

く，また工場経営をしている人もいて，学校で

請求書や見積りを造って」おり，「深夜終電に

乗り遅れると，暗闇の仁徳陵の前を百舌鳥の駅

迄走り，時には乗り遅れて線路沿いに大和川の

鉄橋を徒歩で渡」ることもあったが，結局陸軍

の特別幹部候補生の一期生に志願して戦列に加

わることになった２４。

（３） 大阪府立第六職工学校（大阪府立淀川工

業学校）

１９３７年１月に大阪府立第六職工学校の設立が

認可された２５。工作機械科，原動機械科，電気

機械科の３科編成で，各科定員は５０名（全体で

７５０名）であった。本校は府立の職工学校とし

ては初めて創立時から高級科を有する甲種の実

業学校であった２６。その意味で大阪府の職工学

校に対する考え方の変化を反映した学校であっ

たといえる。入学資格は本科は尋常小学校卒業

以上，高級科は本科第２学年の課程を修了した

者もしくは検定の上，同等以上と判定された者

であった。また大阪府立城東職工学校長から転

じた夏目寿一が初代校長に就任した。

表７から高級科の学科目および毎週教授時数

についてみると，３科とも第１学年の専門科目

時数は２３時間，第２学年では２４時間，第３学年

では２４時間であり，そのうち「実習及実験」が

各学年とも１４時間を占めた。

大阪府立第六職工学校は１９３７年４月に大阪府

立城東職工学校内において開校したが，初年度

の志願者は４４８名，入学者は１５６名（各科５２

名），入学倍率は２．９倍，翌３８年度は志願者数５１６

名，入学者数１５５名，入学倍率３．３倍であっ

２２ 大阪府立大学１０年史編集委員会編『大阪府立大学十
年史』１９６１年，４頁。
２３ 前掲『五十年の歩み』１１１頁。

２４ 前掲『堺工の６０年』１４３―４４頁。
２５ 以下，大阪府立淀川工業高等学校編『６０周年記念
誌』１９９７年，２―６頁による。
２６ 沢井実「戦前・戦中期大阪の工業学校－大阪市立泉
尾工業学校・大阪市立泉尾工業専修学校の事例－」
（『大阪大学経済学』第５６巻第４号，２００７年３月）の表
１において，大阪府立第六職工学校は「１９３９年に高級
科を新設して甲種の実業学校となる」としたが，誤り
である。本文のように訂正したい。
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た２７。前掲表４によると３９年度の入学倍率（受

験者数／入学者数）は３．８倍，４０年度は１．８倍で

あり，３科のなかでは工作機械科の人気がもっ

とも高かった。なお３７年１０月には府立堺職工学

校と同様に修業年限１カ年の第二部（機械科と

電気科の２科）が設置されるが，入学資格は中

学校卒業者およびこれに準ずる者であった。

東淀川区橋寺町に新校舎が完成したため，大

阪府立第六職工学校は１９３８年４月に移転し，大

阪府立淀川職工学校と改称した。同月に専修科

（定員４０名）が設置され，設置学科は機械科，

修業年限は１カ年，入学資格は高等小学校卒業

であった。４１年３月に第二部が廃止され，同年

９月には大阪府立淀川工業学校と改称した。１２

月２６日には３カ月の繰上げ卒業によって第１期

生（工作機械科４２名，原動機械科３９名，電気機

械科３７名）１１８名（卒業率は７５．６％）が卒業し

た。また翌２７日には電気機械科卒業生に対して

電気事業主任技術者第三種資格が与えられた。

１９４２年４月には第二本科および第二高級科が

設置され，生徒定員が倍増した。４３年４月に学

科統合が実施され，機械科と電気科の２科編成

となり，また本科と高級科の別も廃止され修業

年限は４カ年となった。同月には夜間課程であ

る大阪府立淀川第二工業学校（４年課程の甲

種，機械科と電気科の２科）が併設された。続

いて４４年２月に大阪府立淀川高等工業学校（機

械科と電気科の２学科，戦後の４６年３月に大阪

府立淀川工業専門学校と改称）が併置され

た２８。４５年３月には５年生と１年繰上げ卒業の

４年生が同時に卒業したため，結局淀川工業学

校は戦時中に第５期までの卒業生を出すことに

なったのである。第二工業学校の第１期生は４７

年３月に卒業することになった。他校と同様に

淀川工業学校と淀川第二工業学校も学制改革に

よって，４８年４月に新制の大阪府立淀川工業高

２７ 文部省実業学務局編，前掲書，昭和１２・１３年版。
２８ 大阪府立大学１０年史編集委員会編，前掲書，４―５
頁。

表７ 大阪府立第六職工学校高級科学科目および毎
週教授時数（１９３７年）

学科目
工作機械科

第１学年 第２学年 第３学年
修身・公民科 ２ ２ ３
国語 ２ ２ ２
数学 ３ ２ １
物理・化学 １
体操 ４ ４ ４
英語 ２ ３ ３
地理・歴史 １ １ １
材料及工作法 １ １ ２
応用化学 １ １
熱力学 ２ １ １
水力機 １
工作機械 ２ １
電気工学 １ １
工場要項 １
製図 ４ ４ ４
実習及実験 １４ １４ １４

計 ３８ ３８ ３８

学科目
原動機械科

第１学年 第２学年 第３学年
修身・公民科 ２ ２ ３
国語 ２ ２ ２
数学 ３ ２ １
物理・化学 １
体操 ４ ４ ４
英語 ２ ３ ３
地理・歴史 １ １ １
材料及工作法 １ １ １
応用化学 １ １
熱力学 ２ ２ １
水力機 １ １
自動車・航空機 ２
電気工学 １ １
工場要項 １
製図 ４ ４ ４
実習及実験 １４ １４ １４

計 ３８ ３８ ３８

学科目
電気機械科

第１学年 第２学年 第３学年
修身・公民科 ２ ３ ３
国語 ２ ２ ２
数学 ３ ２ １
物理・化学 １
体操 ４ ４ ４
英語 ２ ３ ３
地理・歴史 １ １ １
電気理論 １
電気諸機械 ２ ２
電気応用 ２ ２ ２
電気測定及電気器具 １ １
電気輸送 ２
機械工学 １ ２
工場要項 １
製図 ４ ３ ３
実習及実験 １４ １４ １４

計 ３８ ３９ ３８

［出所］ 「大阪府立第六職工学校学則」（『大阪府公
報』第１３００号，１９３７年２月２２日）。
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（４） 大阪府立航空工業学校（大阪府立布施工

業学校）

１９３９年２月に大阪府立第七職工学校の設立が

認可され，同校は航空機体科（科長は倉橋周

蔵），航空機関科（千葉修三），精密機械科（山

下菊二）の３科を有した２９。初代校長の中野益

利によると，「各学科担当者は，府下の学校で

優秀ながら処を得ずにいる特徴ある諸氏を揃え

て存分に手腕を発揮してもらった３０」。府立第七

職工学校設立の最大の狙いは「航空機工業ニ対

スル中間技術者ノ養成」にあった３１。新しい内

容の職工学校の設立に当たって，大阪府学務局

は大阪帝国大学工学部航空学科に学校の設備内

容を相談し，指導教官の斡旋を依頼した。大阪

帝大側の主責任者は堤正義であり，３科共通の

「航空力学」（「航空工学」カ）は大阪帝大助教

授の小谷寛之亮が担当した３２。

同校には本科（修業年限３カ年）と高級科

（修業年限３カ年）がおかれ，航空機体科の総

定員は２３０名，航空機関科は２４０名，精密機械科

は２３０名，合計７００名であった３３。航空機体科長

の倉橋周蔵は熊本高等工業学校機械科を２１年に

卒業した後京都市立第一工業学校，航空機関科

長の千葉修三は大阪高等工業学校附設工業教員

養成所・機械科を２９年に卒業した後大阪市立都

島工業学校，精密機械科長の山下菊二は東北帝

大工学部機械科を２７年に卒業した後鹿児島県高

等女学校に勤務した経験の持ち主であった３４。

２９ 以下，５０周年・定時制創設４５周年記念誌委員会編
『５０年のあゆみ』大阪府立布施工業高等学校，１９８９
年，３―４，１０，１９頁による。
３０ 中野益利「教育畑で６０年」（『日本工業教育協会誌』
第３０巻第１号，１９８２年１月）５４頁。
３１ 大阪府知事三邊長治「大阪府立航空工業学校本科高
級科生徒定員変更並ニ第二本科設置之ニ伴フ生徒定員
変更学科課程毎週教授時数中改正ノ件認可申請」昭和
１６年２月２８日（『工業学校学則大阪府３』，国立公文書
館所蔵）。

３２ 前掲『５０年のあゆみ』１９，５１頁。
３３ 「大阪府立第七職工学校学則」（『大阪府公報』第１６０９
号，１９３９年３月３日）。
３４ 堤耕作編，前掲書，１１７，３８５，４１４頁。

表８ 大阪府立第七職工学校本科・高級科学科目および毎週教授時数（１９３９年）

学科目
本科共通

学科目
高級科共通

第１学年 第２学年 第３学年 第１学年 第２学年 第３学年
修身公民科 １ ２ ２ 修身公民科 ２ ２ ２
国語 ３ ３ ３ 国語 ３ １ １
数学 ３ ３ ３ 数学 ３ ２ １
物理化学 ２ ２ 物理化学 １ １
図画 ３ 体操 ４ ４ ４
体操 ４ ４ ４ 英語 ２ １ １
英語 ４ ２ ２ 地理歴史 １ １ １
地理歴史 １ １ １ 工作法 １ ２ ２
工作法 ２ １ １ 応用力学 １ ２ １
応用力学 １ １ 原動機 １ １ １
原動機 １ １ 電気工学 １
航空学大意 １ 水力学及水力機械 １
工場要項 １ １ 航空工学 １ １ ２
電気工学 １ 航空機設計大要 ２
製図 ４ ３ 特別講義 １ ２
実習 １４ １４ １４ 製図 ３ ４ ４

実習 １４ １４ １４
計 ３８ ３８ ３８ 計 ３８ ３８ ３８

［出所］ 「大阪府立第七職工学校学則」（『大阪府公報』第１６０９号，１９３９年３月３日）。

（注） � 航空機関・航空機体・精密機械の３科は共通の学科目配当・教授時数である。
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表８にあるように大阪府立第七職工学校の各学

年別の学科目配当および毎週教授時数は３科共

通であった。本科も高級科もともに実習時間は

毎週１４時間であった。

千葉修三は１９３７年に都島工業学校にグライ

ダー部を創部し，倉橋周蔵も京都第一工業学校

時代にグライダー部を創部しており，両者の活

動は大阪府立第七職工学校教諭就任前から関西

ではよく知られていた３５。また千葉は後述の大

阪府立航空高等工業学校（４４年２月設立）の主

席教授兼航空発動機科長，倉橋も同高工教授・

航空機科長をそれぞれ兼務した。

大阪府立第七職工学校は１９３９年４月に校名を

大阪府立航空工業学校と改称したが，府立の工

業関係の中等学校で職工学校ではなく，工業学

校を名乗ったのは本校が最初であった３６。正し

く先にみた大阪府工業教育振興委員会の答申内

容を体現する工業学校であったのである。当初

同校は大阪府立盲学校の仮校舎で授業を行った

が，４０年３月に布施市大字宝持に完成した新校

舎に移転し，その後も校舎や実験設備の整備拡

充が続いた。初年度の入学者は１５２名であった

が３７，前掲表４によると，入学倍率は３．５倍，２

年目の４０年度は１．８倍，４１年度は１．７倍であっ

た。２年目の４０年度に入学倍率が急落している

が，これは同校の説明によると「昭和十五年度

入学志願者ノ減少ハ小学校側ニ於テ昭和十四年

度ニ徴シ進学指導上警戒ヲナシタルタメト本校

ニ於テ小学校席次十番以内ノ者ナラデハ入学困

難ナル旨寄々発表シタル結果３８」であった。

１９４１年３月に第二本科（午前１０時授業開始）

と専修科が設置され，８月には第二代校長とし

て三輪元が就任した。４４年２月には夜間課程の

大阪府立航空第二工業学校（航空機体科，航空

機関科，精密機械科の３科）が併設された。同

月には大阪府立航空高等工業学校（航空機と航

空発動機の２科）も併設され，同校は戦後の４６

年４月に大阪府立機械工業専門学校と改称する

とともに設置学科を機械科と原動機科に変更す

る。４４年４月には京阪電気鉄道株式会社元社長

の喜多市松３９が第三代校長に就任した。しかし

４５年６月の空襲で校舎の大半を失い，機械科工

場内に教場を設置して授業を継続した。同年１２

月には校名を大阪府立布施工業学校ならびに大

阪府立布施第二工業学校と改称し，本科および

第二本科に機械科，電気科，建築科，専修科に

電気科が設置された。４８年３月には第二本科お

よび専修科が廃止され，翌４月には学制改革に

よって新制の大阪府立布施工業高等学校（通常

課程と夜間課程）が生まれた。

２．工業学校

（１） 大阪市会での議論

１９３９年１０月の大阪市会では大阪市立実業学校

の設備を充当して大阪市立酉島工業学校・酉島

第二工業学校を設置し，同様に大阪市立難波実

業学校の設備を充当して大阪市立難波工業学校

を設置することが決定された。その際，前田種

男議員は「工業学校ハ御承知ノ通リ，将来頭ヲ

使フ所謂技師ヲ養成スル」とした上で，「私ハ

職工学校ヲ府ガ持ツテ居リマスカラト云ツテソ

３５ 以下，大阪府立大学工学部機械工学科同窓会編『大
阪府立大学外史』１９９８年，２２５―２２６，２３８―２３９頁によ
る。
３６１９３９年３月には「大阪府立第七職工学校校名につき
府当局では慎重考慮の末同校の使命達成を謳歌する必
要上同校に限り職工学校の名称を用ひず『大阪府立航
空工業学校』と命名することに決し，右旨急遽文部省
宛申請することになった。なおこれを機に各職工学校
も時代に適応するため工業学校に一斉校名を変更して
はとの説もあり学務課を中心に考究中であ」った（『大
阪朝日新聞』昭和１４年３月１６日）。
３７ 中野益利「航空工業の特殊性と本校の使命」（『教育
時報』第１４巻第８号，１９３９年８月）２６頁。

３８ 注３１に同じ。
３９ 喜多市松は，１９１４年に旅順工科学堂電気工学科卒業
後，１７年に京阪電気鉄道株式会社に入社し，４２年１月
に同社社長に就任したが，阪神急行電鉄株式会社との
合併に関して両社と運輸省が交渉を続けている最中の
４３年３月に社長を辞任した（京阪電気鉄道株式会社史
料編纂委員会編『鉄路五十年』１９６０年，２９９―３００頁）。

December 2007 － 13 －戦時期大阪の新設職工学校・工業学校



　

レデ足レリトハ思ヒマセヌ，（中略）大阪府ノ

職工学校ニ対立スルモノデナクテ，寧ロ大阪府

ノ職工学校ヨリモモウ一ツ砕ケタ熟練職工ヲ養

成スル」学校の必要性を強調した。これに対し

て菅野和太郎大阪市教育部長も「熟練職工養成

ノ学校モ創設シナケレバナラヌト云フ御意見ヲ

拝聴シタノデアリマスガ，其ノ点モ同感デゴザ

イマシテ是非熟練工養成ノ学校ヲ，所謂乙種ノ

工業学校」を創設したいと答弁した４０。

その後も大阪市教育部では中等学校入学難の

緩和と実業教育の拡充を目指して１９４０年度に男

女中等学校４校の新設を計画したが，結局財務

部によって認められたのは乙種工業学校１校の

新設のみであった４１。

１９４０年２月の市会では田中正男議員が，「工

業学校ノ目的ハ申ス迄モナク，一ツニハ将来技

師トナリ，技術者ノ教育ガ目的デアリ，二ツニ

ハ熟練労働者ノ教育ガ目的デアル，現在大阪市

ニハ技術者ノ教育ヲ主要目的トシテ都島工業学

校，都島第二工業学校，泉尾工業学校，酉島工

業学校等ガアリマスガ，大阪府立ノ職工学校ノ

ヤウナ熟練労働者ノ教育ヲ主要目的トスル学校

ガナイノデアリマス，産業都市独特ノ熟練労働

者教育ノ学校ガ必要デアルコトハ議論ノ余地ハ

アリマセヌ」と繰り返し，これに対して菅野和

太郎が「乙種工業学校ハ御意見ノ通リ熟練工養

成ヲ主トシテ設置シテ行クト云フコトヲ考ヘテ

ヤツテ居ルノデアリマス」と応じていた４２。

（２） 大阪市立第六工業学校

以上のような議論を踏まえて大阪市立第六工

業学校（学科は機械科のみ）の創設が決定さ

れ，創立費１４０万円が当てられることになっ

た４３。１９４０年３月には文部省から大阪市立の学

校では初めて３年制の工業学校（乙種，入学資

格は尋常小学校卒業）として認可され，大阪市

視学の村部省三が初代校長に任命された。設立

当初は市立都島工業学校内の仮校舎が使用さ

れ，前掲表４にあるように４０年度の入学倍率は

１．２倍，４１年度は１．３倍であった。同校の毎週の

製図・実験・実習時数は第１学年で１７時間，第

２学年で１９時間，第３学年で２０時間であり（表

９参照），先にみた府立の職工学校と大差な

かった。授業料は大阪市立第六工業学校が月２

円（大阪市外の者は２円５０銭，８月は徴収しな

い）であったのに対し４４，府立校は本科が月１

年，高級科が月２円であった４５。

１９４１年３月に東成区南生野町の旧弘済院跡の

３９８７坪の敷地に本館の一部の建設が着手され，

翌４月に大阪市立第六工業学校は大阪市立生野

工業学校と改称し，４２年９月からは全校生徒が

４０ 『大阪市会会議録』昭和１４年１０月２日，１９―２１，３２―
３３，３７―３８頁。
４１ 前掲『大阪朝日新聞』昭和１４年１２月１２日号参照。
４２ 『大阪市会会議録』昭和１５年２月１４日，４１，４３頁。
４３ 以下，「学校沿革概要」（大阪市立生野工業高等学校
編『創建』第２２号，１９６９年）１８―１９頁，および創立５０周
年記念委員会記念出版係編『創立５０周年記念誌』大阪
市立生野工業高等学校，１９９０年，１６―２２頁による。

４４ 「大阪市立第六工業学校学則」（『大阪市公報』第２０８７
号，１９４０年６月２７日）。
４５ 大阪市役所教育部編『昭和十五年公私立中等学校入
学状況調』１９４０年，２―３，１２頁。

表９ 大阪市立第六工業学校学科目および毎週教授
時数

学科目 第１学年 第２学年 第３学年
修身 １ １ １
公民科 １ １
国語 ４ ３ ２
数学 ４ ３ ２
物理及化学 ３ ２
体操 ３ ３ ３
外国語 ２ １ １
地理歴史 ２ １ １
機械学 ２ ２
原動機 １ ２
電気工学 １
材料及工作法 ２ １ １
工場要項 １
製図 ３ ３ ２
実験・実習 １４ １６ １８

計 ３８ ３８ ３８

［出所］ 「大阪市立第六工業学校学則」（『大阪市公
報』第２０８７号，１９４０年６月２７日）。
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新校舎で授業が受けられるようになった。初代

校長の村部省三は１９２２年に東京高等工業学校附

設工業教員養成所機械科を卒業後大阪市立都島

工業学校で教鞭をとり，続いて大阪市視学に就

任した。３９年の秋に工業学校の新増設の方針を

決定した大阪市では村部が文部省への設置申請

の任に当たり，新設された市立第六工業学校の

校長に就任したのである４６。村部によると機械

と電気の２科の新設を申請したところ，「役所

の一方的な要請で機械科だけの乙種校」となっ

たものの，「設備は甲種なみにして頂き，甲種

校への絶えざる」努力を続けた４７。

夜間課程（第二本科）についても大阪市は当

初甲種程度の学校を１９４１年度に開校させること

を予定していたが，現実には２年遅れて４３年度

の開校となったのである。表１０に示されている

ように初年度の入学倍率は２倍を超えたもの

の，学校運営は困難をきわめた。例えば裁判所

から転官して生野工業学校第二本科の主事に着

任した西窪重良兵衛によると，「既に新入生が

いるが先生の担当がまだ決まっていない状態

で，村部校長の指示を受けてそれに取り組もう

とし，湯川先生にたずねて準備していたとき，

突然私に召集令状がきた。私はその当時，予備

役の輜重兵の将校でこれが２回目の召集であっ

た４８」のである。

１９４３年３月に第１回卒業式（１４６名）が挙行

され，４５年２月の空襲によって大阪市立生野工

業学校は大きな被害を受けたが，３月１４日の空

襲で校舎が全焼した大阪市立難波工業学校４９機

械科第一本科・第二本科生徒を４６年４月に併合

吸収し，４８年４月には学制改革によって新制の

大阪市立生野工業高等学校（通常課程・夜間課

程）が誕生することになった。

（３） 大阪市立酉島工業学校

機械科，電気科，応用化学科の３科を有する

大阪市立酉島工業学校（此花区酉島町）は５年

制（入学資格は尋常小学校卒業）の甲種工業学

校として１９４０年４月に開校し，校長は大阪市立

工芸学校前校長鈴木直則であった５０。定員は１

学年機械科８０名，電気科４０名，応用化学科４０名

で，同校には同じ３科編成の夜間課程（甲種）

の大阪市立酉島第二工業学校（修業年限：４カ

年，入学資格：高等小学校卒業）も併置され

た。前掲表４にあるように市立酉島工業学校の

入学倍率は初年度２．３倍，４１年度２．０倍であり，

市立酉島第二工業学校の入学倍率は４０年度１．０

倍，４１年度１．９倍であった。

表１１にあるように３科とも製図・実験・実習

の時間を第１学年に７時間，第２学年に１０～１１

時間配当しているが，例えば１９３１年の市立泉尾

工業学校の教授時数をみると，第１学年に専門

科目はまったく置かれておらず，第２学年でも

４時にとどまっていた５１。戦時期の甲種工業学

校では低学年からの製図や実験・実習に力点が

おかれていたのである。

大阪市立酉島工業学校は１９４３年度から４年制

４６ 創立５０周年記念委員会記念出版係編『創立５０周年記
念誌』大阪市立生野工業高等学校，１９９０年，３６頁。
４７ 衛藤兵衛「歴代学校長訪問記」（大阪市立生野第二工
業高等学校『工窓Ⅱ』創立２０周年記念号，１９６３年）２１
頁。

４８３０周年記念号編集委員会編『工窓』第３号，１９７４
年，３０頁。
４９ 「空襲罹災校園一覧表」（中等学校ノ部）（大阪市
『大阪市教育関係書類綴』所収，大阪市立中央図書館
所蔵）。
５０ 文部省実業学務局編『実業学校一覧』昭和１７年４月
現在，２８頁。
５１ 沢井前掲論文，２００７年３月，９頁。

表１０ 大阪市立生野工業学校・第二本科の動向
（人，倍）

年度 志願者数 入学者数 入学倍率 卒業者数
１９４３ ３２１ １４４ ２．２
４４ ３１１ １６０ １．９
４５ ６０ ４７ １．３
４６ ６１ ４６ １．３ ３６
４７ １０２ ８７ １．２ １４
４８ １３８ １２１ １．１ ３４

［出所］ 大阪市立生野第二工業高等学校編『工窓』
第３号，１９７４年，４０頁。
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の工業学校となり５２，４４年度には応用化学科の

生徒募集を停止して代わりに「国家的見地ヨ

リ」電気通信科を設置した。しかし「市周辺ノ

工場中ノ過半数ハ化学系統ノ事業場ナルニ不拘

当市ニテハ之ガ技術者養成機関トシテ市立泉尾

工業学校一校アルノミニシテ其需要ヲ充シ得ザ

ルノ現情ナリ，而シテ市立酉島工業学校ハ当市

化学工業ノ中心地近ク設立セラレ同校応用化学

科ハ開校以来設置セラレタルモノニシテ（中

略）昭和二十年度ヨリ工業化学科ヲ再開シ時局

ノ要請ニ応ヘント」し，大阪市立酉島第二工業

学校でも同様の措置がとられた５３。しかし工業

化学科を再開した２カ月後の４５年６月１日の空

襲によって校舎が全焼し５４，４６年４月に応用化

５２１９４３年１月２１日に中等学校令が公布され，これに
よって中学校令・高等女学校令・実業学校令の３つの
勅令が一元化された。また中等学校令に基づき４３年３
月２日に実業学校規程が制定された。その結果，中等
学校の修業年限は１年短縮されて４カ年となり，それ
まで慣行的に使われてきた甲種工業学校・乙種工業学
校の区別もなくなり，甲種は１年短縮されて４年制
に，乙種は１年延長されて４年制になった（三好信浩
『日本工業教育発達史の研究』風間書房，２００５年，４４０―
４４１頁）。
５３ 大阪市長坂間棟治「大阪市立酉島工業学校及大阪市
立酉島第二工業学校工業化学科設置並ニ学則生徒定員
変更ニ関スル件認可申請」昭和２０年２月１６日（『工業学
校学則大阪府６』国立公文書館所蔵）。
５４ 前掲「空襲罹災校園一覧表」。

表１１ 大阪市立酉島工業学校学科目および毎週教授
時数（１９４０年）

学科目
機械科

第１学年第２学年第３学年第４学年第５学年
修身 １ １ １ １ １
公民科 ２ ２
国語 ４ ４ ４ ２ ２
歴史 ２ １ １ １
地理 ２ １ １
数学 ４ ４ ４ ４
物理化学 ２ ４ ２
図画 ２
体操 ５ ５ ４ ４ ４
外国語 ２ ２ ２ １
音楽 １
材料工作法 １ ２ ２ ２
機械学 ２ ２ ２
原動機 ２ ２ ２
水力機 １ １
電気工学 １ ２
特種講義 １
工場要項 １ １
製図 ２ ２ ４ ４ ４
実験及実習 ５ ９ ７ １０ １６

計 ３２ ３４ ３８ ３８ ３８

学科目
電気科

第１学年第２学年第３学年第４学年第５学年
修身 １ １ １ １ １
公民科 ２ ２
国語 ４ ４ ４ ２ ２
歴史 ２ １ １ １
地理 ２ １ １
数学 ４ ４ ４ ４
物理化学 ２ ４ １
図画 ２
体操 ５ ５ ４ ４ ４
外国語 ２ ２ ２ １
音楽 １
電磁及測定 ２ ２ １ １
電気機械 ２ ２ ２
電灯・電鉄・送配電 ２ １
電気化学・電気通信 １ １ ２
発電所・原動機 １ ２
機械学 １ ２
電気材料及工作法 ２ ２
電気法規 １
工場要項 １ １
製図 ２ ２ ４ ４ ４
実験及実習 ５ ８ ８ ８ １４

計 ３２ ３４ ３８ ３８ ３８

学科目
応用化学科

第１学年第２学年第３学年第４学年第５学年
修身 １ １ １ １ １
公民科 ２ ２
国語 ４ ４ ４ ２ ２
歴史 ２ １ １ １
地理 ２ １ １
数学 ４ ４ ４ ４
物理 １ ２ １
化学 １ ３ ２
図画 ２
体操 ５ ５ ４ ４ ４
外国語 ２ ２ ２ １
音楽 １
理論化学 １ １ １
分析化学 １ １ １
電気化学 １ １
無機製造化学 １ ２ １
有機製造化学 ２ ３ ３
鉱物 １
化学工学 １ １
機械工学 １
電気工学 １
工場要項 １ １
製図 ２ ２ ２ ２
実験及実習 ５ ８ １０ １１ １９

計 ３２ ３４ ３８ ３８ ３８

［出所］ 「大阪市立酉島工業学校学則」（前掲『大阪市公報』第

２０８７号）。

表１２ 工業学校生徒数一覧（１９４５年１０月１日現在）
（人）

学校名 科別 第１学年第２学年第３学年第４学年 計
酉島 機械 １５４ １３５ １０１ １１１ ５０１

電気 ４３ ５１ ２１ ２７ １４２
応用化学 ２９ ３４ ２７ ９０
計 ２２６ １８６ １５６ １６５ ７３３

第１学年第２学年第３学年 計
難波 機械 １２５ １２１ １３５ ３８１

電気 ２４ ２８ ３２ ８４
木工 ２９ ３６ ３９ １０４
計 １７８ １８５ ２０６ ５６９

生野 機械 ２０９ １５２ １３７ ４９８

［出所］ 「大阪市立中等学校学級数生徒数一覧表」（十月
一日現在）（大阪市編『大阪市教育関係書類綴』大
阪市立中央図書館所蔵）。

（注） � 市立酉島工業学校応用化学科第２学年が空欄で
あるのは，１９４４年度だけ募集停止したため。
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学科は市立泉尾工業学校に，４７年４月に機械

科・電気科は市立都島工業学校に吸収された。

表１２に示されているように敗戦後の４５年１０月現

在の市立酉島工業の生徒総数は７３３名であり，

創立以来の卒業者総数は３９５名であった５５。

（４） 大阪市立難波工業学校

機械科，電気科，木工科の３科から構成され

た大阪市立難波工業学校（浪速区西神田町，校

長は三橋節５６）も１９４０年４月に開校した。同校

は昼間の第一本科（入学資格：尋常小学校卒

業，１学年定員：機械科６０名，電気科６０名，木

工科６０名）と夜間の第二本科（入学資格：高等

小学校卒業，１学年定員：機械科４０名，電気科

４０名，木工科４０名）から構成され，第一本科は

修業年限３カ年，第二本科は修業年限２カ年で

あり，いずれも乙種校であった５７。前者の入学

倍率は４０年度２．６倍，４１年度２．０倍，後者の入学

倍率は４０年度１．２倍，４１年度２．０倍であった（前

掲表４参照）。表１３にあるように第二本科の実

習時間は限られたものであり，乙種の夜間課程

の運営の難しさを物語っていた。

１９４３年度から夜間の第三本科（入学資格：国

５５ 大阪此花区役所編，前掲書，１７３頁。

５６ 徳島師範学校を卒業した三橋節（１８８６年生まれ）は
教学刷新に関して積極的な発言を行い，『教学刷新の実
際的基調』（大同館書店，１９３７年）などの著書がある。

表１３ 大阪市立難波工業学校学科目および毎週教授時数（１９４０年）

学科目
機械科

学科目
電気科

学科目
木工科

第１学年第２学年第３学年 第１学年第２学年第３学年 第１学年第２学年第３学年
修身 １ １ １ 修身 １ １ １ 修身 １ １ １
公民科 １ １ 公民科 １ １ 公民科 １ １
国語 ４ ３ ２ 国語 ４ ３ ２ 国語 ４ ３ ２
数学 ４ ４ ３ 数学 ４ ４ ３ 数学 ４ ４ ３
物理化学 ２ ２ 物理化学 ２ ２ 物理化学 ２ ２
図画 １ 図画 １ 図画 １
体操 ４ ４ ４ 体操 ４ ４ ４ 体操 ４ ４ ４
外国語 ２ ２ ２ 外国語 ２ ２ ２ 外国語 ２ ２ ２
地理歴史 ２ １ １ 地理歴史 ２ １ １ 地理歴史 ２ １ １
機械工学 １ ２ ３ 電気工学 ２ ３ ６ 機械工学 １
電気工学 １ 機械工学 １ 電気工学 １
材料及工作 ２ １ 材料及工作 １ １ 材料及工作 ２ １ ２
工場要項 １ 工場要項 １ 工場要項 １
製図 ３ ３ ３ 製図 ３ ２ ２ 図案及製図 ４ ４ ４
実習 １２ １４ １６ 実習 １２ １４ １４ 実習 １２ １４ １６
計 ３８ ３８ ３８ 計 ３８ ３８ ３８ 計 ３８ ３８ ３８

学科目
機械科

学科目
電気科

学科目
木工科

第１学年第２学年 第１学年第２学年 第１学年第２学年
修身・公民科 ２ ２ 修身・公民科 ２ ２ 修身・公民科 ２ ２
国語 ２ １ 国語 ２ １ 国語 ２ １
数学 ２ ２ 数学 ２ ２ 数学 ２ ２
物理化学 ２ 物理化学 ２ 物理化学 ２
体操 ３ ３ 体操 ３ ３ 体操 ３ ３
外国語 ２ １ 外国語 ２ １ 外国語 ２ １
地理歴史 １ １ 地理歴史 １ １ 地理歴史 １ １
機械工学 １ ３ 電気工学 ３ ４ 材料及工作 ２ ２
材料及工作 ２ 材料及工作 １ 図案及製図 ４ ５
製図 ３ ４ 製図 ２ ３ 実習 ４ ７
実習 ４ ７ 実習 ４ ７
計 ２４ ２４ 計 ２４ ２４ 計 ２４ ２４

［出所］ 「大阪市立難波工業学校学則」（前掲『大阪市公報』第２０８７号）。

（注） � 上段は第一本科，下段は第二本科。
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民小学校高等科卒業，修業年限２カ年，１学年

定員：機械科４０名，電気科４０名）が新設され，

同時に第一本科と第二本科の修業年限がともに

４カ年に延長され，第一本科の１学年定員は機

械科８０名，電気科４０名，木工科５０名になっ

た５８。しかし４５年度には早くも第三本科の募集

が中止されるが，これは「本施設当初ヨリ入学

志願者甚シク僅少ニシテ現在一六０名ノ定員ニ

対シ生徒数七一名ニ過ギズ。出席率次第ニ低下

シ学校経営上支障アリ。且中等学校制度ノ改正

並ニ学徒通年動員強化ノ関係上之ヲ廃止セント

ス５９」といった理由によるものであった。

１９４５年３月の空襲によって校舎が全焼した結

果，同年６月に第二本科が廃止され，続いて４６

年４月に第一本科も廃止されて廃校となり，機

械科は市立生野工業学校，電気科は市立都島工

業学校，木工科は市立工芸学校にそれぞれ吸収

されることになった（前掲表２参照）。前掲表

１２に示されているように廃校直前の４５年１０月の

５７ 「大阪市立難波工業学校学則」（前掲『大阪市公報』
第２０８７号）。沢井前掲論文，２００７年３月，表１で大阪市
立難波工業学校を「甲種」としたが，誤りである。本
文のように訂正したい。
５８ 大阪市「公立工業学校組織変更ノ件」昭和１８年３月
５日（『工業学校学則大阪府９』，国立公文書館所蔵）。

５９ 「大阪市立難波工業学校」（『学校台帳』３A―３２―８，国
立公文書館所蔵）。

表１４ 大阪市立難波工業学校教員（１９４３年２月）

氏 名 担任学科目 最終卒業の学校名 生 年
三 橋 節 修 徳島師範 １８８６
中 田 善 成 機工，製図 大阪高工附設工業教員養成所 １９０２
友 杉 亀久夫 工要電製実験 都島工業専修学校 １８９７
石 川 一 三 鍛 大阪天王寺師範専攻科 １９０５
山 田 俊 一 航空 奈良県松山商業補習 １９０３
戸 石 政 恕 第二本科主任 立命館大学法学部 １８９６
佃 正 夫 製 西野田職工 １９０４
川 口 昌 雄 塗 和歌山工業 １８９８
米 川 峻 数学 彦根高商 １９０５
鳥 居 虎 男 木型 大阪工業専修 １９０２
脇 本 茂 物化 関西高等工学校 １９０６
山 下 浩 司 数学 大阪高商 １９０７
面 家 克 己 電工 広島高工 １９０４
宗 村 新 蔵 木工木型 秋田県工業講習所 １９００
吉 原 亀三郎 仕上 大阪工業専修 １９０３
太 田 正 文 公民国語 東洋大学専門部 １８９４
西 野 茂 機工実験 都島工業 １９０９
児 山 仁 造 電工実験 兵庫県工業 １８９８
深 田 信 夫 英 早稲田大学文学部 １９０６
鈴 衛 利三男 体 大日本体育会体操 １９１１
廣 田 欽 哉 修，国 東洋大学専門部 １９１３
水 原 道 正 地歴 龍谷大学専門部 １９１２
金 岡 久 吉 電工仕上 西野田職工 １９１１
尾 崎 行 正 歴史国語 龍谷大学文学部 １９１０
横 川 滉 体操 大日本体育会体操 １９１０
須 藤 源 一 数学物理 滋賀師範 １９１０
大 西 由 松 数学 大阪北野中学専検 １９０４
秋 吉 邦 憲 （入営） 熊本高工附設工業教員養成所 １９２２
白 井 久 孝 木工製図 西野田職工 １９１４
村 井 み さ 国語 京都女子 １９１０
藤 井 勝 手工芸 島根工業 １９０９
永 塚 美世治 機工鍛工 東京高等工芸工業学校実習指導員養成科 １９０９
村 岡 金 蔵 機工 大阪工業専修 １９１４
中 西 栄 治 木型仕上 東京高等工芸工業学校実習指導員養成科 １９１９

［出所］ 大阪市立難波工業学校「現在職員表」昭和１８年２月（『工業学校学則大阪府９』，国立公文書館所蔵）。

（注） � 担任学科目は教授時数の最も多い科目を表示。
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難波工業学校の生徒数は５６９名であった。

１９４３年２月現在の教員の陣容をみると表１４の

通りであった。戦前に設立された職工学校・工

業学校と比較して，附設工業教員養成所も含め

て高等工業学校卒の教員は少なく，大阪市立都

島工業専修学校，大阪工業専修学校といった夜

学校の出身者や大阪府立西野田職工学校，大阪

市立都島工業学校などの実業学校卒業者の多い

点が，戦時期に設立された難波工業学校の特色

であった。

なお生野，酉島，難波の市立工業学校３校の

父兄の職業構成（１９４１年５月１日現在）をみる

と，「鉱業・工業」関係者が全体に占める割合

は酉島５８．２％，難波４１．０％，生野３８．３％の順で

あ り，「商 業」の 割 合 は 生 野２４．９％，難 波

２３．１％，酉島１９．４％の順であった６０。

おわりに

準戦時期・戦時期の技術者，労働者に対する

需要の急増を背景にして，大阪の経済界は大阪

実業教育協会や大阪府工業教育振興委員会など

の場を通して中等・高等工業教育のあり方につ

いて積極的な発言を行うようになった。こうし

た状況の中で中等工業教育に関しては１９３６年か

ら４０年にかけて府立３校，市立３校の職工学校

と工業学校の新設が実現した。従来府立の職工

学校はまず３年制の乙種校として設立され，の

ちに高級科を併設して甲種学校に昇格するとい

うのが常道であったが，府立第五職工学校の場

合は設立１年後に高級科の設置が認可され，府

立第六職工学校の場合は最初から本科と高級科

を有し，３９年２月設立認可の府立第七職工学校

は２カ月後の開校と同時に府立航空工業学校と

改称した。

この動きとは逆に従来は甲種工業学校として

設立されてきた市立の工業学校の場合は，酉島

工業学校は甲種校であったが，市立第六工業学

校（生野工業学校）も市立難波工業学校も３年

制の乙種校として設立された。以上のような意

味で戦時期には職工学校の「工業学校」化，工

業学校の一部「職工学校」化が進んだのである。

前者の動きを推進した一因は，西野田・今宮

両職工学校の教育実践を通して全国的にも有名

であった府立職工学校の実習に大きく力点をお

いた学校運営のあり方および人事政策に不満な

教員の経済界からの要求とも呼応した積極的な

活動であった。前者から数年遅れて展開された

後者の動きであったが，日中戦争期のこの数年

間の意味は大きく，戦時期の大阪はその数年間

に本格的な甲種工業学校を設立するだけの経済

的条件・実力を弱化させつつあった。しかし

１９４３年１月の中等学校令および同年３月の実業

学校規程の制定によって甲種・乙種工業学校の

区別はなくなり，最終的には４年制の工業学校

に一元化されることになる。

日中戦争期に官立の大阪高等工業学校の設立

をみた大阪であったが，太平洋戦争期における

技術者の払底は３高等工業学校の設立を大阪府

に促すことになった。しかし大阪市が本格的な

甲種工業学校を整備しえなかった以上に経済的

諸条件が悪化した太平洋戦争期において，それ

らを上回る本格的な高等工業学校を新設するこ

とは到底不可能であり，３校とも既存の府立工

業学校に併設される形を余儀なくされたのであ

る。大阪市でも１９４３年３月に大阪市立都島高等

工業学校（４５年３月に大阪市立都島工業専門学

校と改称）が設立されるが，この学校も大阪市

立都島工業学校に併設された。

（大阪大学大学院経済学研究科教授）

〈附記〉

本稿作成に際して，平成１９年度科学研究費補

助金（基盤研究［C］，課題番号：１９５３０３０５）

による研究助成を受けた。
６０ 大阪市役所教育部編『大阪市学事統計』昭和１６年
版，１９４１年。
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Newly Established Technical Schools in Wartime Osaka

Minoru Sawai

As middle−class technical educational organizations, three prefectural technical schools and three

municipal technical schools were established in Osaka from 1936 to 1940 responding to the rapid

growth of the demand to workers and engineers. Until the war in the cases of prefectural schools, as a

rule, firstly technical schools with three−year course was set up, then added the higher departments

with three−year courses. On the other hand in the cases of municipal technical schools, technical

schools with five−year courses were established from the beginning.

Prefectural schools established in wartime period, however, were rapidly upgraded to the schools

with five−year courses or set up as five−year schools from the beginning. On the other hand two

municipal technical schools of three schools established in 1940 were set up as three−year schools. In

this sense prefectural schools approached to municipal schools, while municipal schools came up to

prefectural schools in wartime period. One factor which supported the former was criticism to

vocational education emphasized on practice rather than theoretical training executed at the prefectural

schools, while the City of Osaka faced with aggravated economic conditions which could not afford to

establish well−equipped five−year schools.
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